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イギリスにおける議会意思と
憲法モデルに関する一試論
岩切　大地
Parliamentary Intention and 
Constitutional Designs in Britain
IWAKIRI Daichi
This article surveys the function of parliamentary intention in two major debates in British constitution-
al law, namely the foundation of judicial review and statutory interpretation under the Human Rights
Act 1998. In those debates there appear two notions of parliamentary intention, a specific and concrete
one on the one hand, and an inclusive and abstract on the other. The former notion implies that parlia-
mentary intention, to which the courts should be subject, can be expressed only in a specific form, and
also may be limited in its implication; in the remaining areas, in which no intention is shown, the courts
adjudicate cases on their own authority based on the rule of law and other principles. The latter notion
implies that parliamentary intention is thought to always exist, on the presumption that Parliament
must have decided all things for certain purposes, at least in its most abstract form, and that, since Par-
liament should not have acted against the rule of law, the courts can by statutory interpretation
attribute basic principles to the parliamentary intention. Each of these understandings of parliamentary
intention leads different constitutional designs. The former leads to a constitutional design which
recognises the plural existence of the authorities of Parliament and the courts, and each authority may
interact (or dialogue) with each other on the basis of the higher legal principles. The latter understand-
ing of parliamentary intention leads to a constitutional design in which authorities is unified in Parlia-
ment, but which recognises judicial authority based on legal principles and the active role of the judicia-
ry; it therefore assumes a constitutional inter-branch dialogue in which the more principled intention is
investigated, attributed to parliament, and confirmed democratically. Of these understandings, the
author argues that the former may fit the constitutional plurality created by European integration, and
that, because of the legal and democratic nature of inclusive parliamentary intention, the latter may
work in securing political unity. Moreover, the idea of constitutional dialogue on legislative intent offers
a valuable lesson to Japanese constitutional law.
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1．はじめに
2008年2月ごろ、イギリスではイングランド
国教会カンタベリー大主教の発言が世論の大反
発を呼んでいた。きっかけとなったのは、カン
タベリー大主教ローワン・ウィリアムズ博士が
同年2月7日にロンドンの王立司法裁判所で行
った、「イングランドにおける市民法及び宗教
法――宗教の観点から――」と題する講演であ
る1。彼は世俗法と宗教法との関係を取り扱っ
たこの講演の中で、イスラムのシャリア法につ
いて、それがイギリスにおいてイギリス法と平
行的に適用されることを容認するかのような趣
旨の発言を行っていた。また、講演に先立つ同
日のBBCラジオでのインタビューでも、彼は、
イギリスでシャリア法を適用することになるの
は「避けられないだろう」とも語っていた2。
そしてこれらの発言が「保守派、リベラル派、
主要三政党、彼と同じキリスト教徒、ユダヤ教
徒、そして事実、ムスリムからも攻撃された」
という事情を、ある報道記事は伝えている3。
しかしこの記事は同時に、シャリア法の一部
がすでに立法によって導入されていることも指
摘している。たとえば、シャリア法は利子の支
払いを禁止しているため、住宅の購入に際して
銀行を介在させることによりシャリア法への抵
触を回避するのであるが、ここには二つの売買
が存することになり、二重の印紙税の支払いが
必要であったが、法改正により一度の印紙税支
払いで済むようになったという4。
そこで大主教の講演をみてみると、彼は世俗
法を意味するときに、代替的に制定法という言
葉も用いていることが分かる。その上で、彼は、
法を一元的に掌握する世俗の権力が市民的平等
を生み出す、ということの意義を認めつつも、
この権力が容認するがゆえにはじめて多元的に
集団が存するという説明方法を拒否する。そし
て、法の支配の価値を含んでいる法の普遍主義
的な見方を、多元的な社会に一致させるために、
前者の意味を、人間が社会参加をするに際して、
自己決定という基本的な自由を侵奪されないこ
とを保障し、かつ他の集団からの自己決定妨害
について理由の提示を求める自由を保障するも
の、と限定的に理解しようとする。つまり、大
主教がいうには、社会の道徳観の源泉はあくま
で、「法の普遍主義」によって追いやられてい
るところの「私」の領域にこそあるのであり、
世俗法の役割は、それぞれの「私」的共同体の
孤立を避けそれらの連携を促すためのものであ
るべきである、というのである。このような理
由で、世俗国家における宗教団体の権利、とり
わけ「イスラム法とイギリス制定法の正しく建
設的な関係」が検討されるべきだ、というのが
大主教の主張の要点だと思われる。
イギリスの議会主権及び議会意思について取
り扱う本稿が、まずこのエピソードに着目する
のは、大主教が世俗法を語るときに一貫して
（議会）制定法という言葉を用いているからで
ある。大主教は、議会制定法ではなくシャリア
法などの宗教法こそがそもそも本来的であり、
したがって議会からある程度自律的であるのだ
と主張しつつも、議会が「市民的平等を生み出
す」ための法の源泉であり重要であると想定し
ている。ここには、議会による法と諸集団にお
ける法との緊張関係はあるけれども、議会が形
式的にはイギリス法を一元的に管轄していると
みなされるべきだという理解がある、とみてよ
いだろう。換言すれば、大主教は、世俗法の制
定主体による許容によって宗教法（団体）が存
立しうるという法体系のモデルに反発しながら
もこのモデルを用いているのである。ここには、
議会制定法以外の法が議会と関係なくそれ固有
に本来的地位を有していると直截に考えて、議
会はこれらの地位とは別個に、並列的・多元的
に自らの地位を有しているとする憲法モデル
と、なおも議会の手によるのでない法の地位は
議会の承認（という意思）によるものと想定さ
れるべきだとする憲法モデルとの葛藤がある。
そして大主教は、上述の主張をする限りにおい
ては、一応後者のモデルを採用しているとみら
れる5。
もちろん、大主教のエピソードが提起する問
題は多様にあるだろう。たとえば、ブラウン首
相は大主教の発言に反発し、それは「イギリス
法の価値に適合しない」とコメントし、また平
等人権委員長6は「反ムスリム過激派に油を注
ぎ、より統合的な社会に向けて働くすべての人
を混乱させる」と反応しており7、これら一連
の反応は、イギリス社会にある価値観や文化の
対立などといった背景について考えさせられる
ものである。したがって宗教法を含めた法の多
元性を論ずるのは慎重さを要しよう。しかしな
がら、これらの問題を扱うのはどのような憲法
体制においてであるべきか、について検討する
ことも、また重要であろう。そしてこのことは、
大主教の発言が示すように、議会が憲法上いか
なる地位を占めいかなる機能を担うのかという
問題につながり、特にイギリスの議会主権原則
をどのように解釈するかということにもつなが
るであろう。
本稿は、議会主権原則を中心原理としている
最近のイギリス憲法における議会の位置付け
を、裁判所との関係で検討するものである。イ
ギリス裁判所も、歴史的に議会成立以前よりコ
モンローを発展させてきていて、事実としては
イギリス法における法の源泉の一つであること
は間違いないとすれば、大主教の提示した上述
の問題一般は、裁判所は議会からは全く関係な
しに自前で憲法的基礎を有するといえるのか、
それとも裁判所の権限行使の憲法的基礎がなお
も議会の許容にあるといえるのか、という、議
会・裁判所関係の理解の対立の問題だと言い換
えることができよう。そしてこのような憲法モ
デルの違いは、議会と裁判所との関係を規定す
る議会意思概念の捉え方の違いとして現れてこ
よう。これについて、本稿は、まず議会意思概
念について概観した上で、イギリス司法審査の
憲法的基礎をめぐる近年の議論や、1998年人
権法（Human Rights Act 1998、以下「人権法」）
をめぐる議論の中で示されている議会意思概念
に焦点をあて、議会意思概念に対する理解にも
この対立が現れていることを確認した上で、そ
れぞれの立場がどのような憲法モデルを指向し
ているかについて検討したい。
2．議会意思とは
イギリスの議会主権原則は、議会以外の何人
も議会制定法を覆しえないことを意味するが、
このことは裁判所からみれば、裁判所は議会制
定法に従っている必要があることを意味する。
すなわち、裁判所は議会からの指示の下にある
のでなければならない。このような議会の指示
を議会意思と言い換えるならば、裁判所は議会
意思に従っていることを強調していれば、議会
主権原則からの逸脱を非難されずにすむ8。し
たがって、議会意思概念には、裁判所が議会主
権原則に従属していることを表示する機能があ
るといえる。このことは、議会が政治的・経済
的・社会的判断を中心的に行っているからこ
そ、裁判所は議会による実質的判断の結果であ
る制定法の文言に依拠して、形式的に技術的な
解釈・適用を行っていればよい、とする権力分
立モデルとも親和的であろう9。
そこで、議会意思とは何を意味するのかをこ
こで概観しておきたい。イギリスにおいて、議
会意思は、基本的には議会が意図しようと選択
した文言の意味であるとされる10。すなわち、
裁判所がその任務として確定すべき議会意思
は、議会制定法の文言からのみ得られるべきも
のだというのである。本稿もこの理解を出発点
としたい。ただし、文言から意味を引き出すに
あたって様々な解釈準則が用いられることはい
うまでもなく、厳格な文理的解釈のみで事足る
とされているわけではない。この解釈準則には、
法律案の提出と同時に政府から提出される白書
（White Paper）や、議会における法案審議録
（Hansard）等の資料参照に関するものや11、個
人の基本的権利や憲法原則への推定といったも
のなどが含まれる12。
このようにみたとき、議会意思とは議会が意
図したことではなく、法律案の審議過程である
議員が発言したことや暗に持っていた願望など
は、これには含まれない。あくまで「議員は文
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言に対してのみ票を投じることができる」ので
ある13。そして、政治部門における立法過程の
結果としての文言に対して、裁判所が法解釈プ
ロセスを通じて確定するのが議会意思であるさ
れる。この意味で、議会意思概念では議会とい
う主体のナマの存在感は薄められており、議会
意思は立法過程の政治性から隔離されながら確
定されるといえるだろう14。
結局、議会意思とは次のものを、一応は意味
すると考えることができよう。すなわち、第一
に議会制定法の文言が意味するところである。
そしてこのような文言の意味は、解釈準則を経
て確定される。第二に、解釈準則において推定
されるものとしての議会意思である。これは、
「議会が不合理な立法を意図したとは考えられ
ない」とする解釈準則のように15、議会に対し
て推定される正しい立法目的や憲法上の原則を
含意するものとしての議会意思である。この意
味での議会意思は、議会制定法の文言に先立っ
て裁判所によって想定されるものであり、議会
のあるべき意思、あるいは主権的議会ですらそ
の上に依拠している（かもしれない）ところの
憲法原則を意味している。そして本稿の以降で
扱う議論では、この第二の意味の議会意思は、
本当に議会意思と呼んでよいものなのか否かが
議論になってくることになる。
なお本稿ではさしあたり、議会意思概念が第
二の意味まで含みうるものとして扱いつつ、こ
の概念の機能に着目して、以下で取り上げる議
論の中でこの概念が用いられる際の意義につい
て検討する。
3．司法審査の憲法的基礎
3.1 イギリスの司法審査
イギリスの司法審査は、行政権の行う決定を
対象として行使されるもので、20世紀後半の
司法審査の発展は、イギリス行政法の発展を促
してきた、といわれる。ただし、議会制定法を
審査することは議会主権原則の下では不可能で
あるが、議会制定法によって行政部に授権され
た権限の行使を審査する中で、根拠法たる議会
制定法の解釈という間接的な形で、裁判所は議
会制定法に手をつけることになるという意味
で、イギリスの司法審査は憲法的な事項に密接
に結びついている点にも注意が必要である16。
貴族院判決の示すところによれば、司法審査
では三つの項目から行政の決定の取消し如何が
判断される。すなわち、第一に「違法性
（legality）」、第二に「不合理性（irrationality）」、
第三に「手続の不適正（procedural impropri-
ety）」の三項目である。違法性の審査とは「決
定者は、自らの決定権を規制する法を適切に理
解し、これに効果を与えなければならない」こ
とを意味し、行政の決定が法の範囲内であるべ
きことを要求するものである。次に不合理性の
審査とは「論理又は受容された道徳的基準の無
視があまりにひどい決定で、分別のある人間で
あればこの決定を考えるとき決して到達しえな
いほどの決定」に対して適用されるものであり、
行政の決定の内容にかかわる審査である。最後
に手続の不適正に対する審査とは、「決定によ
り影響を受ける者に対して、自然的正義の基本
準則を遵守せず、又は手続的公正に従わない」
場合のみならず、制定法により定められた手続
的準則を遵守しない場合にも適用されるもので
ある17。
3.2 司法審査の憲法的基礎をめぐる議論
ところで、これらの審査項目の下で司法審査
を行うとき、裁判所はいかなる根拠の上でそう
しているのであろうか。イギリスには憲法典が
ないので、憲法典には根拠を求められない。そ
れでは、議会制定法に根拠があるのか、それと
も裁判所は自前で審査の根拠を有しているのだ
ろうか。この問題が司法審査の憲法的基礎をめ
ぐる議論の対象である18。近年司法審査が積極
的に行われるようになるにつれて議論が活発に
なった19。
この議論に対しては、伝統的には「権限踰越
（ultra vires）論」が回答を与えてきた。権限踰
越論は、違法性のみならず、不合理性・手続的
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不適正についても、議会による授権の範囲を超
えるものとみなした上で、これらへの審査を及
ぼそうとするものであった。そしてここには、
合理的かつ公正に権限行使が行われるべしとす
る黙示の議会意思が想定されているのであり、
これによって司法審査の根拠が議会に求められ
ることになる。
これに対し、司法審査の三項目、特に不合理
性の審査や手続的不適正の審査といった項目は
裁判所が独自に創造してきたと考え、黙示の議
会意思を想定することの不自然さを指摘するの
が、「コモンロー論」である。
コモンロー論の議論の概要は次の通りであ
る。裁判所は司法審査を行うとき、コモンロー
さらには法の支配などの法原理に基づいている
のであり、議会とは無関係の独自の権限として
これを行っている。また、司法審査の原則は裁
判所が個別の事件ごとに構築してきたものであ
り、裁判所は直接この構築物に依拠して司法審
査を行うため、新たな具体的事件に対しても指
針を得やすいが、他方で権限踰越論において想
定される議会意思は無内容であるため裁判所に
とって権限踰越論からは個別事件への指針は一
切得られない。裁判所に創造的役割があるとい
う現実を目の当たりにしたならば、司法審査の
根拠を議会意思に求めることはあまりにも不自
然なことであると分かるだろう、と。ただし、
コモンロー論とて議会主権原則を（少なくとも
全面的には）廃棄しようとするものではないの
で、議会が司法審査基準についてなんらかを明
示していれば、裁判所はこれに従うべきである
とはしている。したがって、コモンロー論では、
議会が明示する点以外については、裁判所は自
前の権限としてコモンローに依拠して司法審査
を行い発展させることができるのだ、と考えら
れている。
他方で、権限踰越論の陣営は、コモンロー論
の批判に対応し、修正権限踰越論を提示するこ
とになる。権限踰越論では、議会主権原則と権
限踰越原則とが「双子の概念20」として密接に
結び付けられて考えられており、したがって議
会意思が司法審査の基礎にあるとされる。ただ
し修正権限踰越論は、それの依拠する議会意思
概念を、何か特定の司法審査基準を指し示して
いるものとは考えず、議会による黙認・承認で
あると捉えたり、さらには裁判所の標榜する法
の支配の価値を議会意思に読み込み同視しよう
としたりする。これは、コモンロー論からの不
自然さに対する批判を受け入れ、実態としては
裁判所が創造的に司法審査原則を発展してきて
いることを率直に認めての修正である。このよ
うに議会意思の内容をさらに減少あるいは抽象
化（さらには批判的にいえば「ロマンチック化
21」）させてまでも、修正権限踰越論が議会意
思概念に基礎を求めるのは、裁判所の創造的な
活動という現実を直視しつつ、この状況を議会
主権原則と調和させようとするからである。そ
して裁判所は、議会は法の支配等の法原理に従
って立法する意図を有しただろうという仮定の
下で、法の支配等に適合するよう法解釈を行い
ながら、個別事件への司法審査原則の適用を導
く、と修正権限踰越論は説明する。
3.3 それぞれにおける議会意思概念の役割
司法審査の基礎をめぐる上述のようなコモン
ロー論と修正権限踰越論との議論において、そ
れぞれが議会意思をどのようなものとして扱っ
ているのか、まとめておきたい。
まず、コモンロー論では、司法審査を議会に
根拠付けることはしないが、議会主権原則を受
け入れているので、議会の明示的な指示があっ
た場合には、裁判所はこれに従うことになる。
換言すれば、コモンロー論でいわれるところの
議会意思とは、議会の示した具体的かつ明確な
文言の意味のことである。そしてこのような意
味での議会意思は、必ずしも常に存在するわけ
ではない。このような明示的文言が存在しない
場合、裁判所は議会とは無関係に自前の憲法的
根拠の上で司法審査に従事することになる。な
お、この意味での議会意思も、「法的規範の創
造的操縦者」としての裁判所による法解釈過程
を通じて確定される22。
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他方で、修正権限踰越論では、議会意思概念
は、裁判所が常に議会主権原則の下にあること
を強調するために用いられている。そして裁判
所が判断を行うとき、いわば常にそこには何ら
かの議会意思が（指示の強弱には程度の差はあ
れども）あるべきことが想定されているのであ
る。また、個々の事件において司法審査原則を
発展させることができるという裁判所の創造的
な活動をも議会意思は許容できるものでなけれ
ばならないために、議会意思はより一般的・抽
象的なものとして想定される。さらには、裁判
所による創造的な行政法の発展の基礎となる法
の支配原理も議会主権の中に見出される、とい
う形で、いわば裁判所の立場にひきつけた議会
意思概念も提示されさえもすることになる。
3.4 それぞれの議会意思概念と議会主権原則の
捉え方
両議論が示した議会意思概念の違いは、それ
ぞれにおける議会主権の捉え方の違いをも示し
ている。すなわち、コモンロー論における議会
主権原則は、議会が述べたまさにその一点につ
いて、final sayとして優位するというものであ
る。この考え方からすると、議会が特に指示し
ていない事項については、裁判所は自前の固有
の権限に基づいて自由に行動することができ
る。そしてその後、議会が既存の法を改正する
必要性を感じるならば、明示的文言を用いるこ
とによって改正を実現することができるのであ
り、この点で議会主権原則が維持される、とす
る。ここでの議会主権は議会の優越性であり
「切り札（trump）」であり、「トランプカード
すべて（all four suits）」ではないとされる23。
他方、権限踰越論における一般的な議会意思
概念は、議会は何らかの意思を有しているはず
だ、あるいは何らかの意思を帰属させることが
できるはずだという想定（又は擬制）に基づい
ている。したがって、ここで想定されている議
会は、その権限があらゆる領域において網羅的
であるといえる。議会は全知（omniscience）
かつ全能（all powerful）であり24、さらには、
個別の事件において一般的・抽象的な議会意思
が適切な司法審査のための何らかの鍵を与えて
いると考えている点で 2 5、議会意思は遍在
（omnipresence）する、とも想定される。
両議論における議会主権原則の捉え方を比較
すると、コモンロー論における議会主権は権限
踰越論におけるそれよりも「より実務的」であ
ると指摘される。後者では超人的かつ介入的な
議会が想定されており、裁判所が日々そして将
来創造的に行う法の発展についても議会は知っ
ているべきことが帰結されるからである26。ま
た、法の支配等の法原理については、権限踰越
論における議会に対しては、これを尊重する旨
の意思を帰属させる余地が大きくなり、議会か
らの指示の下でも議会意思に法原理を読み込む
余地が大きくなる一方、コモンロー論において
は、議会が法原理に依拠しているのと同様に裁
判所も独自にこれら法原理に依拠しているのだ
と説明される27。コモンロー論は、権限踰越論
における議会意思への法原理の読み込みは結論
の先取りに過ぎないのに対して、自説は裁判所
に法的賢慮が専属するわけではないことを十分
認識していると主張するが28、コモンロー論が
直接に依拠することになる法の支配等の法原理
の内容はどのように決まるのかが問題なるとも
指摘されている29。
以上、司法審査の憲法的基礎をめぐる議論に
おいて、議会意思が果たしている役割について
概観した。同様の状況は、次にみる人権法をめ
ぐる議論にも現れている。
4．人権法の条約適合的解釈
4.1 人権法の概要
イギリスの1998年人権法に関する議論にお
ける議会意思概念の役割について説明する前
に、人権法の概要についてみておきたい。
イギリスは、1951年にすでに批准していた
欧州人権条約（European Convention on Pro-
tection of Human Rights and Fundamental Lib-
erties）の人権規定を、人権法によって国内に
導入した。これにより、イギリスは初めて抽象
的な人権条項を国内法にもつことになったので
ある。
しかし、人権法における人権保障の方法をみ
てみると、議会主権原則をとるイギリスでは、
裁判所により違憲立法審査が行われるわが国と
は違い、裁判所は人権規定に違反する議会制定
法を無効として扱うという選択肢をとりえな
い。その代わりに、人権法は、人権規定に抵触
する議会制定法に対して裁判所がとりうる手段
を二つ定めている。
すなわち、第一に、当該議会制定法を「可能
な限り」人権規定に適合するよう解釈する、と
いう手段である（「条約適合的解釈」、人権法3
条）。なお裁判所がこの解釈を行うとき、いわ
ば強引な解釈も行われうると解されている30。
第二に、条約適合的解釈を行うことが不可能な
場合、裁判所は当該議会制定法に対して「不適
合宣言」を行うことができる（同4条）。ただし
この宣言は法的効果をもたないものとして人権
法により規定されているので、事件当事者への
直接的な人権救済に資するわけではない。不適
合宣言が行われた場合、事件当事者への救済実
施や法改正の如何はあくまで、将来の議会の判
断に委ねられているのである。
以上のような人権法のしくみをみると、訴訟
を通じた裁判所が行う直接的な人権救済の可能
性は、裁判所による条約適合的解釈がどのよう
な程度まで施されるか、に左右されることがわ
かる。裁判所が行う解釈が強力であればあるほ
ど、事件当事者の主張する人権は保障されやす
くなる。しかしながら他方では、条約適合的解
釈が強力であればあるほど、議会制定法の「本
来の」意味は改変されることになり、実質的に
は裁判所による法改正（立法）、すなわち裁判
所による立法権の簒奪になってしまう、という
問題も、この解釈方法ははらんでいる。
4.2 人権法における条約適合的解釈をめぐる判
例の展開
人権法が2000年に施行されて以降、貴族院
は条約適合的解釈について二つのアプローチを
示してきた31。
一つのアプローチは、貴族院判事（当時）ス
テイン卿によるものである。ステイン卿は、議
会制定法の文言が人権規定に明示的に抵触する
ものでない限り、当該議会制定法には条約適合
的解釈を施すことが可能である、と示した。こ
のアプローチで行けば、ある人権を侵害するた
めの明示的文言と認める条件を法解釈によって
厳格にすればするほど、条約適合的解釈の余地
は広範となる。ステイン卿は、人権法3条の条
約適合的解釈条項に示された議会意思を尊重す
るためにこのようなアプローチを採るのである
として、自身の示した主張を根拠付けている32。
もう一つは、貴族院判事ホープ卿の示したア
プローチである。ホープ卿は、議会制定法のう
ちに人権規定を明示的に侵害する文言がある場
合のみならず、議会制定法が人権を制限するよ
うな黙示的含意を必然的に含むと考えられる場
合にも、条約適合的解釈は不可能であると示し
た。換言すれば、ホープ卿のアプローチは、条
約適合的解釈が一定の文言操作を要請するもの
であると認めるものの、この解釈方法が議会制
定法の趣旨、目的、「基本的な原則、すなわち
議会意思」に沿う限りでのみ、これを許容する
のである33。このアプローチには、裁判所によ
る法解釈は法改正になってはならないという点
に注意を払う姿勢が根底にある34。
以上のような両アプローチを比較すると、両
者はともに、議会が人権制限的立法の中で人権
侵害の意図を示していると認められるときには
裁判所はこれに従うべきであること（つまり議
会主権原則）を受け入れていて、そのような場
合に裁判所が条約適合的解釈を行う余地を残し
ていない。また両アプローチは、条約適合的解
釈がある程度強力な法解釈の指針であることを
認めていて、人権侵害的な議会の意図に抵触し
ない限度で自由な解釈が行われてよいと考えて
いる。
他方で、両アプローチは、人権侵害的意図の
有無を認定する条件を異にしている。すなわち、
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第一のアプローチでは、人権侵害的意図が十分
に明示的な文言で示されていることのみがその
条件であるのに対し、第二のアプローチでは、
明示的文言のみならず、当該立法の趣旨、目的、
構造、基本原則等から読み取ることのできる人
権侵害的な含意の存在もがその条件となってい
る。つまり、第一のアプローチにおいては、裁
判所が従うべき議会の指示を文言に限定してい
るのに対し35、第二のアプローチにおいては、
裁判所が従うべき議会の指示は明示的文言のみ
ならず立法全体の中からも探し出されうるもの
である。
なお、これら二つのアプローチが提示された
後、貴族院判例は第二のアプローチを採用する
に至っている36。しかしながら、議会制定法の
中からどの程度まで抽象化して議会意思を取り
出すべきかについては、今後の判例の展開をみ
る必要があろう。というのも、第二のアプロー
チを採用しつつ、人権制限的立法の趣旨や含意
を人権に適合的に抽出する方策も、貴族院判決
は示唆しているのである37。つまり、人権適合
的になる程のレベルでの抽象的議会意思の摘出
又は人権適合的意図の読み込みという方策であ
る。ここに至り、両アプローチの対立点は、議
会による人権侵害的意思が存在する余地を明示
的文言に局限するか、あるいは立法全体から議
会意思を抽象化する過程で周辺化するか、とい
うところにある、とみることができる。
4.3 条約適合的解釈と議会意思概念
さて、条約適合的解釈への二つのアプローチ
それぞれにおいて、議会意思概念がどのように
用いられているかは次のようにまとめることが
できるだろう。
まず、両アプローチに共通する前提として、
そもそも条約適合的解釈が行われるのは人権法
3条という議会制定法が存在するからこそだと
いう認識がある38。この意味では、両アプロー
チはともに人権法3条における議会意思に基礎
付けられているといえる。ただし、人権法3条
は制定法解釈の方向性を示すのみであることに
注意が必要である39。さらにこの解釈方法の具
体的な指針は、欧州人権裁判所が「生きた文書」
として扱っている欧州人権条約である40。した
がって、裁判所が人権法3条における議会意思
を強調すればするほど、実は裁判所による法解
釈の自由度は増すことになるのである41。この
ようなわけで、人権法3条における議会意思と
は、裁判所の活動に拘束をかけ裁判所を服従さ
せる議会意思ではない42。
そして、第一のステイン卿のアプローチでは、
まさに人権法3条における議会意思が強調され、
個々の法解釈で、個々の立法の人権制限的な意
図がこれと対置されるという構図が強調され
る。そして裁判所の施す強力な条約適合的解釈
に制限をかけるのは、人権制限的な議会意思の
みであり、かかる議会意思は立法の中に文言の
形で明確に示されなければならないとされてい
る。つまり、ある法分野においてある人権は制
限される旨の記載が立法の文面にない限り、裁
判所は当該人権に適合するよう条約適合的解釈
を行うことができるのである。このとき、裁判
所が従うべき議会意思は、文言の上で具体的に
ピンポイントで示されるべきものとして観念さ
れていることが分かる。人権制限的な意図がこ
のような方法で示されていない場合、裁判所は
議会意思にこだわる必要はないことになる。
他方で、第二のホープ卿のアプローチでは、
議会意思概念は、より広く捉えられている。こ
のアプローチでは、議会意思は文言のみならず、
立法の趣旨・目的、構造、基本原則、さらには
当該法分野における法改正の動向までをも43総
合的に判断した上で、人権制限的な議会意思が
あるかどうかが見定められることになる。そう
とはいっても、このアプローチも前提として、
条約適合的解釈は強力な（すなわち裁判所の創
造的な）法解釈を要求するものであることを認
めているので、裁判所の責務として条約適合的
解釈の余地は確保する必要がある。したがって、
解釈の対象となる人権制限的立法の議会意思
が、なるべく人権制限的なものにならないよう、
議会意思は抽象化されることになる44。つまり、
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立法の全体から人権制限的でない議会意思が抽
出され、あるいは立法目的は人権侵害を意図し
ないだろうと推定され45、これによって立法の
中に人権保障が読み込まれるのである。また同
時に、このような人権保障の読み込みは、抽象
的な議会意思に反しないといえるからこそ、裁
判所は議会に従属していることを示すことがで
きるし、また立法権を簒奪していないのだと示
すことができるのである。
4.4 それぞれの議会意思概念と議会主権原則の
捉え方
条約適合的解釈に対するアプローチにおける
議会意思概念の違いは、ここでも、それぞれの
議会主権原則の捉え方の違いを示唆していると
いえよう。
すなわち、第一のアプローチにおける、ピン
ポイントで具体的に示される議会意思は、常に
立法の中に見出されるとは限らない。かかる意
思は全く示されていない場合も当然にありうる
のである。このとき、裁判所は、議会は人権に
ついて特に触れるところもないので議会の人権
観とは無関係に条約適合的解釈を行う、という
ことになるだろう。逆に言えば、優越的な議会
による裁判所への指示は、「切り札」として機
能することになるだろう。
他方で、第二のアプローチにおける、一般的
抽象的な形で示される議会意思は、裁判所が事
件を扱うときには常に存在するものであり、人
権がいかなるときにどの程度保障されるべきか
について見解を持っているはずと想定されるも
のである。このように想定されるのは、議会の
行為は無制約であり、その作為又は不作為は何
人によっても法的に強制されたものではないは
ずだと擬せられるからである。したがって、人
権保障如何についての議会意思は議会制定法の
中から探ることができる、ということになる。
このように、第二のアプローチは「全能の議会
主権」という見方と親和的であるということが
できよう。
5．憲法モデルの相違
既にふれた司法審査の憲法的基礎をめぐる議
論や人権法の条約適合的解釈をめぐる議論の共
通点は、それらが議会意思及び議会主権原則の
捉え方についての議論であることである。そし
て、両議論における議会意思概念をめぐる対立
軸は、議会意思は個別的・具体的に示されるべ
きものであるのか、あるいは包括的・抽象的な
議会意思が想定されるべきなのか、という点に
あるといえよう。
すなわち、司法審査の憲法的基礎の議論では、
司法審査権の行使及びその基準を議会とは無関
係に発展してきたとみることによって（コモン
ロー論）、また条約適合的解釈の範囲の議論で
は、裁判所による直接的な人権救済を行うため
に解釈ルールを拡大することによって（ステイ
ン卿のアプローチ）、議会意思概念の機能する
領域は存在しないこともありうるとされ、ある
いは議会意思は局所化、具体化、個別化される。
この場合、裁判所の行為の究極的基礎は、議会
（議会意思）ではなく、コモンローや欧州人権
条約等に求められる。他方、議会意思概念が議
会と裁判所との関係の全体にくまなく及ぶとさ
れるのは、裁判所が司法審査なり司法的人権救
済なりするときに議会からの手がかりを得てこ
れに依拠するからである（修正権限踰越論、ホ
ープ卿のアプローチ）。そして裁判所の行為は
すべて、究極的に（形式的に）議会意思に基礎
付けられる。
そこで議会意思の捉え方の相違について簡単
にまとめる次のようになるだろう。
すなわち、個別的・具体的議会意思の見方は、
議会意思は具体的かつ明示的に、個別の事項ご
とにしか示されえないものであるとみる。そし
てこのような意味での議会意思が存在する場合
の他は、優越的である議会の指示はなんら示さ
れていないので、裁判所は、たとえば司法審査
基準や人権保障についての議会の指示から自由
であり、自前の憲法的権限でこれらの裁定を行
う、ということになる。
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他方で、包括的・抽象的議会意思の見方は、
裁判所による裁定に対する、たとえば司法審査
基準や人権保障に関しての何らかの議会意思が
薄く広く存在することを想定する。そして裁判
所による裁定も、究極的にはかかる議会意思に
根拠が求められるのだ、と考えるだろう。
しかし、このような対立する議会意思の見方
の間には共通する点もある。まず、議会意思を
確定する方法は文理的解釈だけではないと考え
られていることが挙げられる。つまり、個別的
具体的議会意思の見方においては、裁判所の自
由度を拘束するような議会意思に対して制限的
な解釈が施されることになり46、包括的抽象的
議会意思の見方においては、法体系全体に含ま
れるとされる法原理を個々の制定法の中に読み
込みつつ解釈が行われることになるのである47。
次に、その帰結として、両モデルともに、実際
には裁判所の活動は議会からの自由度が高いこ
とを認めている、ということが挙げられる48。
司法審査の発展や人権の国内法化や人権保障に
とって、裁判所の役割が大きいということは否
定できない事実であろう。そして、第三の共通
点として、両モデルともに議会主権原則を維持
しているので、主権的（優越的）である議会の
議会意思には服するべきことを承認している。
これらの共通点にもかかわらず、両議会意思
観が相違するのは、法解釈の前提あるいはパラ
ダイムとなる議会意思（及びそれとの関係での
裁判所の立ち位置）の見方である。すなわち、
裁判所の活動について議会の承認又は許可が必
要だという「建て前」が必要かどうか、という
点について相違がある。つまり、司法審査の憲
法的基礎をめぐる議論が示しているように、あ
らゆる場面で議会意思に従っているという建て
前は、単なる「神話49」なのか、あるいは必要
なフィクションや「形式性50」なのか、という
点である。そしてこのことは、不文のイギリス
憲法上、法確定の源泉として、議会の他に少な
くとも、法の支配等の法原理に依拠する裁判所
にもその資格があるのだ、と直截に多元性を想
定するのか、あるいは実態としては仮にそのよ
うであるとしても、議会意思概念を駆使するこ
とであくまで議会中心の一元的な法体系を想定
するのか、という憲法モデルの対立にもつなが
ると考えられる。
すなわち、具体的・個別的議会意思の見方に
おいて、議会意思は「切り札」的なものなので、
議会が切り札を出さない限り、裁判所を拘束す
る議会意思は存在しないことになる。そしてこ
のとき裁判所は、自前の権限に基づき、法の支
配等の法原理に依拠しつつ、法を確定すること
になる。したがって、この場合に想定される憲
法モデルは、法の確定において議会と裁判所は
多元的に並列しており、ただ議会の明確な指示
が裁判所に優位するにすぎない、というもので
あるということができよう。さらには、法原理
に直接依拠する裁判所が法原理に違反すると認
められる議会の明確な指示を限定し、究極的に
は無効として扱うことまで示唆される。
他方で、包括的・抽象的議会意思の見方では、
全能の議会は何らかの「よき」意図を有するは
ずだとの前提の下で、裁判所はなんらかの議会
意思を見出して、裁判所が常に議会意思の下に
あることを強調する。したがって、いかに裁判
所が自律的な活動を行っていようとも、究極的
にはそれらによる法の確定は、議会意思のいわ
ば陶冶を通じて一応議会に一元的に帰属するこ
とになる、という憲法モデルがここに想定され
ているといえよう。
6．それぞれの憲法モデルにおける議会と
裁判所との対話
それぞれの議会意思モデルから敷衍されるそ
れぞれの憲法モデルは、議会と裁判所との関係
を調整しようとするものである。そしてこれら
の憲法モデルは、裁判所は（法の支配等の法原
理に基づいて）議会の立法行為を統制しようと
し、議会は主権性を確保しようとするという、
統治機構の動態的関係性を内包しているのであ
り、このとき議会意思概念は、裁判所が自らを
憲法モデルに一致させるためのツールとして機
68
能する。換言すれば、それぞれの憲法モデルに
は、統治機構のそれぞれが相互やりとりを通じ
て協力して憲法原理を発展させるという（理念
上の）「憲法的対話51」の要素が組み込まれて
おり、それぞれの議会意思概念は、司法部にと
ってかかる対話への参入方法に指針を与えるも
のである。
また、このような統治機構の動態を考えるに
あたっては、裁判所が具体的な判断に際して依
拠する法原理（法の支配、良き行政の原理、民
主制原理、人権保障等）が、憲法モデルの中で
どこに位置付けられているのか、みておくこと
も重要であろう。
そこで各憲法モデルをみてみると、個別的議
会意思の憲法モデルは、裁判所は法原理に直接
依拠することができるとしている。そして裁判
所が適切と考える法原理の具体的意味に反する
ような議会制定法があれば、裁判所はこれを限
定的に解釈し、従属すべき議会意思の意味を制
限するのだが、このとき裁判所の判断は直接に
法原理に根拠を持つ。この憲法モデルの下では、
議会は明確な言明をしない限り、議会と裁判所
は並列的で権限を分有しており52、その上に法
原理が鎮座していて裁判所はこれに直接アクセ
スできる、という仕組みになっている。なおこ
のモデルの下では、議会も裁判所の認定する法
原理に拘束されうることも含意されうる53。そ
の一方で、このモデルでは、裁判所にのみ法原
理の「賢慮」が専属しないとの敬譲が示される
ので、議会の反論すなわち明確な議会意思が示
されることは正当であり裁判所はこれに従うべ
きである、とされる54。そして、議会意思は、
司法部の認定する法原理の具体化に対する抗議
として意味をもち、裁判所は限定的解釈によっ
てこれに応ずる。このとき対話の「話題」は、
法原理の中身について、ということになる。
他方で、包括的議会意思の憲法モデルは、網
羅的な立法権を持つ議会の下に裁判所が服して
いるという構図を採るが、他方で裁判所の創造
的な役割も認めているので、包括的抽象的な議
会意思概念が両者を調停することになる。そし
て、裁判所は自らの創造的活動を議会意思に帰
属させることにより、裁判所は法原理を議会意
思に同化させたり、議会意思の向こう側に法原
理を想定することで議会意思に一定の内容を読
み込み実質的にこれを制限するに等しいことを
したりすることになる55。このとき憲法的対話
は、裁判所による抽象的議会意思（あるいはあ
るべき議会意思）の確認として機能し、そして
そこでの対話の「話題」は、あるべき議会意思
は何か、というものである。
以上のことを換言すると、権力分立の静態と
しての多元性がありそれをつなぐものとして憲
法的対話があるのか56、あるいは静態としての
法的一元性の中に多元性承認の代替として憲法
的対話があるとみるのか、という違いを、両憲
法モデルは示しており、前者では法原理そのも
のが、後者ではあるべき議会意思（法原理をふ
まえた民主的決定又は民主的決定に内在する法
原理）が、憲法的対話における話題となる。
7．結びに代えて
以上、本稿はイギリスの議会意思概念をめぐ
る議論を参考にした上で、憲法モデルの中の動
態ついて議会意思概念が果たしうる役割につい
て概観した。なお、上述の憲法モデルのどちら
も、具体的な法原理の具体化について裁判所に
よる法的な解決に信頼が置かれているとの批判
がある。この批判によれば、法原理やその具体
的内容については民主的プロセスを通じた討議
によって探求されるべきであるとしているが57、
裁判所による陶冶と民主的討議又は議会の政治
的責任の両方の意味を引き受ける議会意思概念
を扱うのが包括的議会意思の憲法モデルである
といえるならば、この憲法モデルはこの批判に
対応できるのではないだろうか。
次に、本稿の話題でそもそもの前提とされて
扱われてきた議会主権原則についても近年疑問
に付されていることに触れておきたい。特にヨ
ーロッパ法の影響により、国家の外から議会主
権への拘束がかかっている状態があり58、ヨー
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ロッパレベルの「憲法多元性59」の中で、イギ
リス議会の主権は単なる「自律的な権限60」と
みる余地が十分あるのである。このような背景
も影響してか、全能の議会を根拠にしていた権
限踰越論も、「少なくとも良き行政のあり方の
決定」については自由な議会という議会像にま
で後退して、権限踰越論の通用する領域を限定
している61。他方で、個別的議会意思の見方は
議会主権の外からの（司法が認定する法原理内
容からの）拘束を含意しうるものであった点で、
近年のイギリス憲法の状況に適合的な要素があ
るかもしれない。
日本の憲法に翻って考えると、国会に対する
憲法上の制約がある場合と、国会が立法裁量を
有する場面との区別が、上述のイギリス議会の
状況に似ているが、包括的議会意思の憲法モデ
ルからみると、特に立法裁量に対する統制のあ
り方について、イギリスの議論の示唆が大きい
だろう。
最後に、日本の最高裁が、イギリスの抽象的
議会意思観に近い考え方で判断を行ったものと
して、平成20年6月4日の国籍法違憲判決（ジュ
リスト1366号100頁）を挙げておきたい。紙幅
の限りで簡単に説明すると、日本国民たる父か
ら出生後に認知されただけの子（非準正子）に
日本国籍を認めたこの判決において、救済の可
否の前提として、準正子には日本国籍を認める
旨の国籍法3条1項の性質が問題となった。多数
意見は、国籍法改正や国籍法の血統主義を踏ま
え、この条文の趣旨を「血統主義を基調とし」
て「我が国との密接な結び付きの指標となる一
定の要件を満たす場合に出生後における日本国
籍の取得を認めるもの」と理解する一方、救済
についての反対意見（甲斐中、堀籠両裁判官）
はこの条文を準正子の国籍取得について言及す
るにすぎず、それ自体ではなんら違憲性の問題
はないと判断し、本件の違憲状態（国籍取得に
関する憲法14条違反）は国籍法上の規定の欠如、
すなわち立法不作為によるものであるとした。
多数意見は、国籍法3条1項の趣旨を引き出す時
点で、国籍法における立法府の裁量権行使を網
羅的なものと捉えることで、同条同項が本件原
告に対して積極的な差別を行っているとみな
し、条文の趣旨に依拠して条文中の過剰部分を
除くことによる救済を可能としたのである。さ
らに、藤田裁判官による意見は、国籍法中の立
法不作為を認めながら、「立法府が既に示して
いる基本的判断に抵触しない範囲で」不作為部
分の補充は司法権の行使として認められると
し、「立法者の合理的意思の下で」拡張解釈は
可能であると示したことも注目される。ここで
は、国籍法の趣旨ないしここにすでに表れてい
る立法者の判断を「活かす方向で考え」て合理
的議会意思を抽出することで、一定の価値的内
容がそこに充填されているのである。さらに、
多数意見は、「我が国との密接な結び付き」の
認定指標の決定については立法府の裁量権であ
ると示しつつ、判決では国籍法の合理的意思の
ラインを敷衍して原告を救済したが、立法府と
して別の定めをすることは妨げない、とわざわ
ざ明示した（さらに近藤裁判官の補足意見は、
裁判所による憲法適合的解釈が立法権の裁量を
排除しないことを強調する）。ここには、ある
べき立法者意思62をめぐる対話の企図が見受け
られるのである。今後の議論を見守りたい。
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